
様式第５号（教育実習実施計画に関する書類） 

教 育 実 習 等 実 施 計 画 

１ 教育実習等の内容及び成績評価等 

① 教育実習等の時期

4 年次 4 月～11 月

② 教育実習等の実習期間・総時間数

小学校 4 週間（120 時間）中学校 3 週間（120 時間）高等学校 2 週間（60 時間）

③ 実習校の確保の方法

麻生総合高等学校、青葉台中学校、鉄小学校及び系列校である桐蔭小学校など大学周辺の学校を実

習先として準備しているが、実習を希望する学生が多い為各自治体教育委員会の一括申請を利用して

実習先を確保する予定であり、それでも受入れが困難な学生は、当人に縁のある学校で内諾を得て実

習先とする予定である。 

④ 実習内容

主に、実習先の指導教員に従い学級（ホームルーム）、授業等を担当する。また必要があれば、特

別活動及び部活動等の指導補助を行う。 

⑤ 実習生に対する指導の方法

予め、本学担当教員及び実習受入先と協議を行い訪問指導を実習期間中に 1 回実施する。

⑥ 実習の成績評価（評価の基準及び方法）

※ 評価項目表、評価シート等がある場合は、本計画書に添付すること。

実習校から提出された評価票に基づき、教職課程委員会が総合的に評価を決定する。評価票につい

ては添付を参照。

２ 事前及び事後の指導の内容等 

① 時期及び時間数

新年度 4 月から全ての教育実習が終了する 12 月までに 8 回程度実施する。

② 内容（具体的な指導項目）

【事前指導】（20 時間）

・教育実習における体験概要の確認

・指導担当教科における指導案作成最終確認

・教育実習期間中の心構え

・教育実習先の校種ごとに分かれグループワーク（実習前の担当教科に関する検討及び調査）

1



【事後指導】（25 時間） 

・実習先の校種ごとに分かれグループワーク（課題及び解決策の模索・検討）

・教育実習後における学生の総評・振り返り

・実習校で実際に行った授業の再現

・次年度教員採用試験合格後の心構え

３ 教育実習に関して連絡調整等を行う委員会・協議会等（以下「委員会等」という。） 

① 大学内の各学部・学科等との連絡調整を行う委員会等

・ 委員会等の名称

教職センター

・ 委員会等の構成員（役職・人数など）

教員 4 名（教授 3 名）

・ 委員会等の運営方法

毎月教職センター会議を行い、教職課程におけるカリキュラム編成及び教員採用試験等の調査を行う。 

【委員会の組織図】 

教職センター―――――――教職課程委員会――――――教職情報運営室 

[センター長１名] [教職課程委員長 1名] [事務職員 1名] 

[副センター長 1名] [教職課程委員１０名]

[センター委員２名] [事務職員３名] 

② 大学外の関係機関（例：都道府県及び市区町村教育委員会など）との連絡調整等を行う委員会等

（※学校体験活動を含む場合は、大学と学校との連携体制についても記載すること。）

・ 委員会等の名称

教職センター

・ 委員会等の構成員（役職・人数など）

教員３名（教授３名）

・ 委員会等の運営方法

毎月教職センター会議を行い、教職課程におけるカリキュラム編成及び教員採用試験等の調査を行う。 

【委員会の組織図】 

教職センター―――――――教職課程委員会――――――教職情報運営室 

[センター長１名] [教職課程委員長 1名] [事務職員 1名] 

[副センター長 1名] [教職課程委員１０名]

[センター委員２名] [事務職員３名] 
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４ 教育実習の受講資格 

教育実習を受講するためには、原則として「事前・事後指導」、「教育実習」と「教職実践演習」を除

く、教育職員免許状取得のための授業科目の未修得が３年次終了時点で１科目以下でなければならな

い。（教育職員免許状取得に関わる科目のほぼ全てを修得済みであることが望ましい。） 

なお、教育実習の受講を希望する者は、３年次前期終了時までの GPA が 2.3（これまで学生が受講した

全科目累計値）以上、さらに３年次終了時点で修得単位が卒業見込証明書発行基準に達していることと

する。 

５ 実習校 

教育 

実習

体験 

活動 
学級数の合計 幼稚園○学級、小学校○学級、中学校○学級、高等学校○学級、特別支援学校○学級 

○ 教育委員会名 東京都教育委員会 小学校：4 校 中学校：9 校 

○ 教育委員会名 横浜市教育委員会 小学校：15 校 中学校：17 校 
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